
附 属 明 細 書
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損
失累計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額 減 損 損 失 累 計 額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期減損額

有形固定
資産（償
却費損益
内）

建物 488¶962¶474¶138 26¶701¶227¶936 2¶106¶261¶317 513¶557¶440¶757 182¶974¶518¶211 21¶922¶129¶050 4¶431¶451¶512 1¶691¶821¶707 326¶151¶471¶034

構築物 22¶995¶738¶676 908¶525¶677 116¶510¶973 23¶787¶753¶380 10¶204¶511¶832 1¶169¶490¶921 216¶414¶306 31¶894¶215 13¶366¶827¶242

医療用器械備品 150¶561¶671¶889 21¶453¶687¶171 2¶693¶868¶078 169¶321¶490¶982 105¶230¶729¶032 18¶103¶086¶948 83¶685¶520 9¶529¶207 64¶007¶076¶430

その他器械備品 38¶547¶962¶611 10¶155¶454¶684 2¶781¶135¶830 45¶922¶281¶465 23¶080¶445¶324 5¶918¶786¶964 22¶516¶781 4¶963¶714 22¶819¶319¶360

２．退職給付費用に関する事項

区 分 平成24年３月31日現在

勤務費用 18¶594¶566¶548円
利息費用 2¶586¶386¶231円
過去勤務債務の費用処理額 242¶762¶506円
数理計算上の差異の費用処理額 � 948¶185¶958円
運営費交付金で財源措置された費用 31¶049¶457¶537円
退職給付費用 51¶524¶986¶864円

~ 上記退職給付費用以外に共済組合負担金、長期公経済負担金等の退職給付費用として、
36¶209¶353¶327円を計上しております。

３．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

区 分 平成24年３月31日現在

割引率 1•0％
退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
過去勤務債務の処理年数 発生事業年度から10年間
数理計算上の差異の処理年数 発生の翌事業年度から10年間

３．当事業年度における資産除去債務の総額の増減

期首残高 171¶141¶666円
有形固定資産の取得等に伴う増加額 103¶939¶787円
時の経過による調整額 2¶106¶856円
資産の除去等による履行額 46¶329¶262円
期末残高 230¶859¶047円

．不要財産に係る国庫納付関係

１．不要財産としての国庫納付等を行った資産の種類、帳簿価額等の概要

資 産 の 種 類 帳 簿 価 額 備 考

土地 1¶111¶863¶469円 旧金沢若松病院

土地 163¶920¶000円 旧十勝療養所

土地、建物 1¶730¶000¶000円 旧鳥取病院
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２．不要財産となった理由

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月７日閣議決定）において、国

庫納付することとされたため。

３．国庫納付等の方法

独立行政法人通則法第46条の２第１項及び第２項に基づく譲渡収入による現金及び現物納付

４．譲渡収入による現金納付等を行った資産に係る譲渡収入の額 410¶000¶000円

５．国庫納付等に当たり譲渡収入より控除した費用の額 1¶945¶680円

６．国庫納付等の額 2¶301¶974¶320円

７．国庫納付等が行われた年月日

平成23年12月19日及び平成24年１月26日

８．減資額 3¶012¶867¶789円

．オペレーティング・リース取引

１．貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 117¶744¶303円

２．貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 249¶203¶697円

．重要な債務負担行為

該当事項はありません。

．重要な後発事象

該当事項はありません。

．その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報

当法人は、平成24年１月20日に閣議決定された「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方

針」において、平成26年４月を目途に「固有の根拠法に基づき設立される法人とする」こととされ

ております。

．資産除去債務関係
１．資産除去債務の概要
当機構は労働安全衛生法等の規定により生ずる債務として、所有する建物の解体時におけるア
スベストの除去費用、医療用器械備品等の廃棄時における放射性同位元素の除去費用、及び照明
装置の廃棄時におけるポリ塩化ビフェニルの除去費用につき資産除去債務を計上しております。
２．資産除去債務の金額の算定方法
資産除去債務の見積もりにあたり、取得時からの使用見込期間を有形固定資産の耐用年数を参
考に１年から41年と見積もっております。割引率は当該期間を勘案し、使用見込期間に見合う財
政投融資及び国債の利回りを参考に算定しており、0•181％から2•382％となっております。
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